
企業を筋肉質にする
コンサルティング

「パラレルキャリア制度」のご提案

１． 人事制度変更の企画及び提案

２． 従業員への制度変更説明会準備

３． 契約書、同意書等の作成相談

４． 就業規則の変更相談

５． 模擬監査の実施

コンサルティング項目



パラレルキャリア制度の目的

政府が進める 「働き方改革実現」テーマ

一人ひとりが自らのライフステージに合った
仕事の仕方を選択できる社会の創立

① 非正規雇用の処遇改善

② 賃金引上げと労働生産性向上

③ 長時間労働の是正

④ 柔軟な働き方がしやすい環境整備

副業・兼業の推進に向けたガイドライン策定や

モ デル就業規則改定などの環境整備

⑤ 病気の治療、子育て・介護等と仕事の 両立、

障害者就労の推進

⑥ 外国人材の受入れ

⑦ 女性・若者が活躍しやすい環境整備

⑧ 雇用吸収力の高い産業への転職・再 就職支援、

人材育成、格差を固定化させ ない教育の充実

⑨ 高齢者の就業促進

～首相官邸「働き方改革実現推進室」作成資料より抜粋～
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パラレルキャリア制度を導入すると

「企業」の課題を解決をしたい

・行政調査（労基・年金事務所）に不安がある
・人材不足（採用難）の解消をしたい
・長時間労働をなくしたい
・未払い残業をなくしたい
・社会保険料の負担を軽減したい

「従業員」の保護を手厚くしたい（福利厚生改善）

・労働環境の改善をしたい
・給与をアップしたい
・将来もらえる公的年金に不安がある
・健康で安全な生活の確保をしたい



「パラレルキャリア制度」の目的

 営業利益向上
 初期費用が低い
 制度停止は随時可

 勤怠管理時間の増加
 従業員保護が必要
 官公庁届け出

 事務スタッフ活用
 民間保険等活用
 士業サポート

 年間所得の増加
 退職金・賞与の増
 随時参加・非参加が可能

 公的保険給付の減少
 勤怠時間管理が増加
 確定申告

 貯蓄・民間保険活用
 作業工程の効率化
 税理士への依頼

留 意 点 対 応 策効 果

待機時間の活用 販促・営業活動の強化 人件費の削減

企

業

従
業
員



パラレルキャリア制度のイメージ
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ニッポン株式会社
従業員

健康保険 ○

厚生年金保険 ○

雇用保険 ○

源泉所得税 ○

健康保険

厚生年金保険

雇用保険

源泉所得税 ○

加
入
出
来
ず

ニッポン株式会社

従業員

A業務
B業務

＜現状＞

〇〇運輸株式会社

運転業務 配達・検品・納品業務

運転業務 配達・検品・納品業務

＜導入後イメージ＞

委託先株式会社

外注
〇〇運輸株式会社

A業務
B業務

C業務
D業務

外注先へ委託

研修
セミナー

C業務
D業務

委託先株式会社
従業員

+

一日の業務は変わらず、待機時間の活用・スキルアップ・社外活動

・待機時間活用可能
・スキルアップ
・社外活用

担当業務を仕分け、別々の会社で従事

＜現状＞

＜導入後イメージ＞
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複数業務の存在

「パラレルキャリア制度」推奨企業

「企業」の課題解決

・行政調査（労基・年金事務所）
・人材不足（採用難）
・長時間労働
・未払い残業
・社会保険料の負担増

従業員の保護

・公的年金への不安解消
・労働環境の改善
・貯蓄率の底上げ
・就労と所得向上の支援
・健康で安全な生活の確保

パラレルキャリア制度推奨企業



１カ月 ２カ月 ３カ月 ４カ月 5カ月 ６カ月

100人以上
の企業

50人未満
の企業

スケジュール

＜仮試算時にご用意頂きたい資料＞
賃金台帳１カ月分(氏名不要) ※機密保持契約を締結致します

仮試算ご提案以降のご面談や、説明会の開催地が遠方の場合、別途交通費をご請求いたします（東京都渋谷区恵比寿駅より1時間以上要する場合）
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＜導入開始時期＞
（例）期首、四半期の月始め、社保定時決定期等

導入開始従業員説明会個別契約
ヒアリング
本試算

コンサルティング費用（仮試算時にご提案させて頂きます）

賃金台帳をお預かりの上、約２～３週間で仮試算をご提案させていただきます）

・ 企業様毎にお見積りをさせて頂きます ※社労士、税理士等と契約する場合、貴社との直接契約となります

・ 弊社報酬額は、従業員人数・人件費・組織形態によって変動致します

（個別契約締結まではコンサルティング費用は発生致しません 着手金等は一切頂戴しておりません）

※助成金に関わる申請及び各種保険の給付申請等についてはお取扱いがございません。 必要に応じて専門家とご相談ください。

導入開始仮試算～従業員説明会

管理者
説明会

ヒアリング
中間試算

仮試算
初
面
談

初
面
談

基本合意
契約





 











「パラレルキャリア制度」導入 例

※ 実績数値は、概算です

【ケース１】

業種： 運送業 従業員数： 138名

人材関連費 ＜実施前＞ ＜実施後＞
6,840万 3,960万

【ケース２】

業種： 健康器具販売業 従業員数： 201名

人材関連費 ＜実施前＞ ＜実施後＞
1億1,700万 4,470万

【ケース３】

業種： 飲食業 従業員数： 312名

人材関連費 ＜実施前＞ ＜実施後＞
1億2,230万 4,440万

【ケース４】

業種： リサイクル業 従業員数： 264名

人材関連費 ＜実施前＞ ＜実施後＞
1億8,380万 5,970万

【ケース５】

業種： デザイン業 従業員数： 61名

人材関連費 ＜実施前＞ ＜実施後＞
4,190万 1,300万

【ケース６】

業種： 建築業 従業員数： 53名

人材関連費 ＜実施前＞ ＜実施後＞
3,680万 1,100万
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